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(57)【要約】
【課題】超音波内視鏡の挿入部の先端における硬質部材
の長さを短くすること。
【解決手段】超音波振動子は、絶縁性材料を用いて構成
された筒部材と、筒部材の端部側でかつ外周寄りに固定
された振動子ケーブルと、筒部材の外周面１２ａにそれ
ぞれ対向して当該筒部材の中心軸を囲む周方向に沿って
配列され、振動子ケーブルから入力した電気信号に応じ
て超音波をそれぞれ出射し、外部から入射した超音波を
電気信号にそれぞれ変換する複数の圧電素子と、振動子
ケーブルを構成する複数の信号線と複数の圧電素子とに
それぞれ電気的に接続し、当該複数の信号線と当該複数
の圧電素子とをそれぞれ中継する複数の中継部材１３と
を備える。信号線ＳＬは、筒部材の外周面１２ａ上で中
継部材１３に電気的に接続するとともに、当該外周面１
２ａにおける周方向の全周のうち、振動子ケーブルの固
定位置Ｐ側の一部の領域Ａｒから当該固定位置Ｐに向け
て引き回されている。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁性材料を用いて構成された筒部材と、
　前記筒部材の端部側でかつ外周寄りに固定された振動子ケーブルと、
　前記筒部材の外周面にそれぞれ対向して当該筒部材の中心軸を囲む周方向に沿って配列
され、前記振動子ケーブルから入力した電気信号に応じて超音波をそれぞれ出射するとと
もに、外部から入射した超音波を電気信号にそれぞれ変換する複数の圧電素子と、
　前記振動子ケーブルを構成する複数の信号線と前記複数の圧電素子とにそれぞれ電気的
に接続し、当該複数の信号線と当該複数の圧電素子とをそれぞれ中継する複数の中継部材
とを備え、
　前記信号線は、
　前記筒部材の外周面上で前記中継部材に電気的に接続するとともに、当該外周面におけ
る前記周方向の全周のうち、前記振動子ケーブルの固定位置側の一部の領域から当該固定
位置に向けて引き回されている
　ことを特徴とする超音波振動子。
【請求項２】
　前記中継部材は、
　前記筒部材の外周面上で前記固定位置側に延在して前記信号線に電気的に接続する延在
部を備える
　ことを特徴とする請求項１に記載の超音波振動子。
【請求項３】
　前記中継部材は、
　前記筒部材の外周面に設けられ、前記圧電素子に電気的に接続する配線パターンと、
　前記筒部材の外周面上に取り付けられ、前記配線パターンと前記信号線とにそれぞれ電
気的に接続して当該配線パターンと当該信号線とを中継するフレキシブル基板とを備え、
　前記延在部は、
　前記フレキシブル基板である
　ことを特徴とする請求項２に記載の超音波振動子。
【請求項４】
　前記フレキシブル基板は、
　前記周方向に沿って延在するとともに、前記固定位置側に屈曲して延在する
　ことを特徴とする請求項３に記載の超音波振動子。
【請求項５】
　前記フレキシブル基板は、
　隣接する他の前記フレキシブル基板との間で互いに重なり合う
　ことを特徴とする請求項３または４に記載の超音波振動子。
【請求項６】
　前記筒部材は、
　円筒形状を有し、
　前記配線パターンは、
　前記中心軸に沿って延在するパターン本体と、
　前記パターン本体の端部から前記一部の領域に向けて屈曲して延在するとともに、前記
フレキシブル基板に電気的に接続する屈曲部とを備え、
　複数の前記配線パターンにおける各前記屈曲部の各端部は、
　前記中心軸に沿って配列されている
　ことを特徴とする請求項３～５のいずれか一つに記載の超音波振動子。
【請求項７】
　前記筒部材は、
　筒部材本体と、
　前記筒部材本体の外周面から張り出すとともに、前記複数の圧電素子に対して前記中心
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軸に沿う方向に対向する鍔部とを備え、
　前記配線パターンは、
　前記筒部材本体の外周面及び前記鍔部の外周面を跨いで設けられ、
　複数の前記配線パターンにおける前記複数の圧電素子にそれぞれ電気的に接続する複数
の素子側接続部の前記中心軸周りのピッチ角度と前記複数の圧電素子における前記中心軸
周りのピッチ角度とは、同一に設定されている
　ことを特徴とする請求項３～６のいずれか一つに記載の超音波振動子。
【請求項８】
　前記筒部材の端部には、
　他の部位に対して外形サイズが小さい段差部が設けられ、
　前記信号線は、
　前記段差部の外周面上で前記中継部材に電気的に接続し、
　前記段差部の少なくとも一部は、
　前記複数の圧電素子で形成される筒形状の内側に位置付けられる
　ことを特徴とする請求項１～７のいずれか一つに記載の超音波振動子。
【請求項９】
　前記筒部材における端部の外周面には、
　バルーンが係止される溝部が形成されている
　ことを特徴とする請求項１～８のいずれか一つに記載の超音波振動子。
【請求項１０】
　前記複数の中継部材は、
　前記複数の圧電素子にそれぞれ電気的に接続する複数の素子側接続部の配列方向と、前
記複数の信号線にそれぞれ電気的に接続する複数のケーブル側接続部の配列方向とが互い
に異なるように構成されている
　ことを特徴とする請求項１～９のいずれか一つに記載の超音波振動子。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか一つに記載の超音波振動子と、
　前記筒部材の内部に挿通され、被写体像を取り込む対物光学部材と、
　前記筒部材の内部に挿通され、被写体に照射する照明光を導光する導光部材とを備える
　ことを特徴とする超音波内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波振動子及び超音波内視鏡に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複数の圧電素子を円筒状に規則的に配列し、放射状に超音波を送受信する電子ラ
ジアル走査方式の超音波振動子が知られている（例えば、特許文献１参照）。
　特許文献１に記載の超音波振動子（超音波探触子）は、円柱状の基台と、短冊形状を有
し、バッキング材に固着され、基台の外周面に周回して配置された複数の圧電素子（微小
圧電片）と、フレキシブル基板とを備える。
　ここで、フレキシブル基板は、一端側に複数の圧電素子の配列幅と同一幅の接続領域を
有し、当該接続領域から他端側に向けて幅を拡げて延在する。また、フレキシブル基板の
他端側には、振動子ケーブルと電気的に接続する複数の電極ランドが設けられている。そ
して、フレキシブル基板は、他端側の一部が重なり合うように巻回され、接続領域が複数
の圧電素子に電気的に接続するとともに、他端側の複数の電極ランドが振動子ケーブルに
それぞれ電気的に接続する。すなわち、振動子ケーブルからの電気信号は、フレキシブル
基板を介して、複数の圧電素子に入力される。これにより、複数の圧電素子は、超音波を
それぞれ出射する。また、複数の圧電素子に入射し当該複数の圧電素子にて変換された電
気信号は、フレキシブル基板を介して、振動子ケーブルに出力される。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第２８４７５７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、超音波振動子は、例えば、柔軟で細長い挿入部を人等の被検体内に挿入し、
当該被検体内を観察する超音波内視鏡に用いられる。具体的に、超音波振動子は、超音波
内視鏡の挿入部の先端に設けられる。このような超音波内視鏡において、被検体内への挿
入部の挿入性を向上させるためには、当該挿入部の先端における硬質部材の長さ（挿入部
の長手方向の長さ）を短くする必要がある。以下、硬質部材の長さを硬質長と記載する。
　ここで、特許文献１に記載の超音波振動子では、上述した硬質部材は、基台に相当する
。そして、当該超音波振動子では、挿入部を被検体内に挿入した際でのフレキシブル基板
の屈曲による断線（フレキシブル基板自体の断線の他、フレキシブル基板と複数の圧電素
子との接続部分の破断、フレキシブル基板と振動子ケーブルとの接続部分の破断も含む）
を防止するために、基台をフレキシブル基板の他端側まで延長する必要がある。すなわち
、当該超音波振動子では、硬質長を短くすることが難しい、という問題がある。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、硬質長を短くすることができる超音波
振動子及び超音波内視鏡を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明に係る超音波振動子は、絶縁性
材料を用いて構成された筒部材と、前記筒部材の端部側でかつ外周寄りに固定された振動
子ケーブルと、前記筒部材の外周面にそれぞれ対向して当該筒部材の中心軸を囲む周方向
に沿って配列され、前記振動子ケーブルから入力した電気信号に応じて超音波をそれぞれ
出射するとともに、外部から入射した超音波を電気信号にそれぞれ変換する複数の圧電素
子と、前記振動子ケーブルを構成する複数の信号線と前記複数の圧電素子とにそれぞれ電
気的に接続し、当該複数の信号線と当該複数の圧電素子とをそれぞれ中継する複数の中継
部材とを備え、前記信号線は、前記筒部材の外周面上で前記中継部材に電気的に接続する
とともに、当該外周面における前記周方向の全周のうち、前記振動子ケーブルの固定位置
側の一部の領域から当該固定位置に向けて引き回されていることを特徴とする。
【０００７】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記中継部材は、前記筒部材の外周面上で前記
固定位置側に延在して前記信号線に電気的に接続する延在部を備えることを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記中継部材は、前記筒部材の外周面に設けら
れ、前記圧電素子に電気的に接続する配線パターンと、前記筒部材の外周面上に取り付け
られ、前記配線パターンと前記信号線とにそれぞれ電気的に接続して当該配線パターンと
当該信号線とを中継するフレキシブル基板とを備え、前記延在部は、前記フレキシブル基
板であることを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記フレキシブル基板は、前記周方向に沿って
延在するとともに、前記固定位置側に屈曲して延在することを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記フレキシブル基板は、隣接する他の前記フ
レキシブル基板との間で互いに重なり合うことを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記筒部材は、円筒形状を有し、前記配線パタ
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ーンは、前記中心軸に沿って延在するパターン本体と、前記パターン本体の端部から前記
一部の領域に向けて屈曲して延在するとともに、前記フレキシブル基板に電気的に接続す
る屈曲部とを備え、複数の前記配線パターンにおける各前記屈曲部の各端部は、前記中心
軸に沿って配列されていることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記筒部材は、筒部材本体と、前記筒部材本体
の外周面から張り出すとともに、前記複数の圧電素子に対して前記中心軸に沿う方向に対
向する鍔部とを備え、前記配線パターンは、前記筒部材本体の外周面及び前記鍔部の外周
面を跨いで設けられ、複数の前記配線パターンにおける前記複数の圧電素子にそれぞれ電
気的に接続する素子側接続部の前記中心軸周りのピッチ角度と前記複数の圧電素子におけ
る前記中心軸周りのピッチ角度とは、同一に設定されていることを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記筒部材の端部には、他の部位に対して外形
サイズが小さい段差部が設けられ、前記信号線は、前記段差部の外周面上で前記中継部材
に電気的に接続し、前記段差部の少なくとも一部は、前記複数の圧電素子で形成される筒
形状の内側に位置付けられることを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記筒部材における端部の外周面には、バルー
ンが係止される溝部が形成されていることを特徴とする。
【００１５】
　また、本発明に係る超音波振動子では、前記複数の中継部材は、前記複数の圧電素子に
それぞれ電気的に接続する複数の素子側接続部の配列方向と、前記複数の信号線にそれぞ
れ電気的に接続する複数のケーブル側接続部の配列方向とが互いに異なるように構成され
ていることを特徴とする。
【００１６】
　本発明に係る超音波内視鏡は、上述した超音波振動子と、前記筒部材の内部に挿通され
、被写体像を取り込む対物光学部材と、前記筒部材の内部に挿通され、被写体に照射する
照明光を導光する導光部材とを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明に係る超音波振動子及び超音波内視鏡によれば、硬質長を短くすることができる
、という効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本実施の形態１に係る内視鏡システムを模式的に示す図である。
【図２】図２は、超音波振動子の構成を示す図である。
【図３】図３は、超音波振動子の構成を示す図である。
【図４】図４は、振動子ユニットの構成を示す図である。
【図５】図５は、筒部材の構成を示す図である。
【図６】図６は、圧電素子と素子側接続部との位置関係を模式的に示す図である。
【図７】図７は、第１，第２の延在部の延在方向を示す図である。
【図８】図８は、保持部材の構成を示す図である。
【図９】図９は、第１，第２の配線パターンと第１，第２の導電層との接続方法を説明す
る図である。
【図１０】図１０は、本実施の形態２に係る超音波振動子の構成を示す図である。
【図１１】図１１は、本実施の形態３に係る超音波振動子の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下に、図面を参照して、本発明を実施するための形態（以下、実施の形態）について
説明する。なお、以下に説明する実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
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さらに、図面の記載において、同一の部分には同一符号を付している。
【００２０】
（実施の形態１）
　〔内視鏡システムの概略構成〕
　図１は、本実施の形態１に係る内視鏡システム１を模式的に示す図である。
　内視鏡システム１は、超音波内視鏡を用いて人等の被検体内の超音波診断を行うシステ
ムである。この内視鏡システム１は、図１に示すように、超音波内視鏡２と、超音波観測
装置３と、内視鏡観察装置４と、表示装置５とを備える。
　超音波内視鏡２は、一部を被検体内に挿入可能とし、被検体内の体壁に向けて超音波パ
ルス（音響パルス）を送信するとともに被検体にて反射された超音波エコーを受信してエ
コー信号を出力する機能、及び被検体内を撮像して画像信号を出力する機能を有する。
　なお、超音波内視鏡２の詳細な構成については、後述する。
【００２１】
　超音波観測装置３は、超音波ケーブル３１（図１）を介して超音波内視鏡２に電気的に
接続し、超音波ケーブル３１を介して超音波内視鏡２にパルス信号を出力するとともに超
音波内視鏡２からエコー信号を入力する。そして、超音波観測装置３では、当該エコー信
号に所定の処理を施して超音波画像を生成する。
　内視鏡観察装置４には、超音波内視鏡２の後述する内視鏡用コネクタ９（図１）が着脱
自在に接続される。この内視鏡観察装置４は、図１に示すように、ビデオプロセッサ４１
と、光源装置４２とを備える。
　ビデオプロセッサ４１は、内視鏡用コネクタ９を介して超音波内視鏡２からの画像信号
を入力する。そして、ビデオプロセッサ４１は、当該画像信号に所定の処理を施して内視
鏡画像を生成する。
　光源装置４２は、内視鏡用コネクタ９を介して被検体内を照明する照明光を超音波内視
鏡２に供給する。
　表示装置５は、液晶または有機ＥＬ（Electro Luminescence）を用いて構成され、超音
波観測装置３にて生成された超音波画像や、内視鏡観察装置４にて生成された内視鏡画像
等を表示する。
【００２２】
　〔超音波内視鏡の構成〕
　次に、超音波内視鏡２の構成について説明する。
　超音波内視鏡２は、図１に示すように、挿入部６と、操作部７と、ユニバーサルコード
８と、内視鏡用コネクタ９とを備える。
　なお、以下に記載する「先端側」は、挿入部６の先端側（被検体内への挿入方向の先端
側）を意味する。また、以下に記載する「基端側」は、挿入部６の先端から離間する側を
意味する。
　挿入部６は、被検体内に挿入される部分である。この挿入部６は、図１に示すように、
先端に設けられる超音波振動子１０と、当該超音波振動子１０の基端側に連結され湾曲可
能とする湾曲部６１と、当該湾曲部６１の基端側に連結され可撓性を有する可撓管６２と
を備える。
　なお、本発明の要部である超音波振動子１０の詳細な構成については、後述する。
【００２３】
　操作部７は、挿入部６の基端側に連結され、医師等から各種操作を受け付ける部分であ
る。この操作部７は、図１に示すように、湾曲部６１を湾曲操作するための湾曲ノブ７１
と、各種操作を行うための複数の操作部材７２とを備える。
　ユニバーサルコード８は、操作部７から延在し、光源装置４２から供給された照明光を
伝送するライトガイド１０１（図３参照）、上述したパルス信号やエコー信号を伝送する
振動子ケーブル１４（図３参照）、及び上述した画像信号を伝送する信号ケーブル２０１
（図３参照）等が配設されたコードである。
　内視鏡用コネクタ９は、ユニバーサルコード８の端部に設けられている。そして、内視
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鏡用コネクタ９は、超音波ケーブル３１が接続されるとともに、内視鏡観察装置４に挿し
込まれることでビデオプロセッサ４１及び光源装置４２に接続する。
【００２４】
　〔超音波振動子の構成〕
　次に、超音波振動子１０の構成について説明する。
　図２及び図３は、超音波振動子１０の構成を示す図である。具体的に、図２は、超音波
振動子１０を基端側から見た斜視図である。図３は、振動子ユニット１１の中心軸Ａｘ１
を通る平面にて超音波振動子１０を切断した断面図である。なお、図３では、説明の便宜
上、第１，第２の電極２２，２３、短絡用溝部１８１、導電性樹脂Ｒｅ１、第１，第２の
導電層１７２，１７３、及び第２の配線パターン１３２の図示を省略している。
　超音波振動子１０は、電子ラジアル走査方式の超音波振動子であり、円筒を形成するよ
うに規則的に配列された複数の圧電素子１６（図３）を有する。そして、超音波振動子１
０は、当該円筒から放射状に超音波パルスを送信するとともに、当該円筒の中心軸Ａｘ１
を中心とした３６０°の回転方向に超音波パルスを走査する。この超音波振動子１０は、
図２または図３に示すように、振動子ユニット１１と、筒部材１２と、複数の中継部材１
３と、振動子ケーブル１４と、保持部材１５とを備える。
【００２５】
　図４は、振動子ユニット１１の構成を示す図である。具体的に、図４は、図３の一部を
拡大した図である。
　振動子ユニット１１は、図４に示すように、複数の圧電素子１６と、プリント基板１７
と、第１，第２の音響整合層１８，１９と、音響レンズ２０と、バッキング材２１とが一
体化されたユニットであり、挿入部６の挿入方向に沿う方向を中心軸Ａｘ１とする円筒形
状を有する。
　複数の圧電素子１６は、中心軸Ａｘ１を囲む周方向に沿って規則的に配列される。なお
、これら複数の圧電素子１６は、全て同一の形状を有し、中心軸Ａｘ１に沿って直線状に
延在する直方体形状をそれぞれ有する。また、圧電素子１６の外面には、第１，第２の電
極２２，２３が形成されている。
【００２６】
　第１の電極２２は、導電性を有する金属材料または樹脂材料で構成されたグラウンド電
極であり、圧電素子１６における以下の外面に形成されている。
　すなわち、第１の電極２２は、図４に示すように、圧電素子１６の外面において、中心
軸Ａｘ１に平行となり、超音波振動子１０の外表面側（中心軸Ａｘ１から離間する側）に
位置する第１の面１６１の略全面に形成されている。
　第２の電極２３は、導電性を有する金属材料または樹脂材料で構成された信号電極であ
り、圧電素子１６における以下の外面に形成されている。
　すなわち、第２の電極２３は、図４に示すように、圧電素子１６の外面において、第１
の面１６１とは反対側に位置する第２の面１６２の略全面に形成されている。
　そして、圧電素子１６は、第２の電極２３を介して入力したパルス信号（本発明に係る
電気信号に相当）を超音波パルスに変換して被検体に送信する。また、圧電素子１６は、
被検体で反射された超音波エコーを電圧変化で表現する電気的なエコー信号（本発明に係
る電気信号に相当）に変換して出力する。
【００２７】
　ここで、圧電素子１６は、ＰＭＮ－ＰＴ単結晶、ＰＭＮ－ＰＺＴ単結晶、ＰＺＮ－ＰＴ
単結晶、ＰＩＮ－ＰＺＮ－ＰＴ単結晶またはリラクサー系圧電材料を用いて形成される。
　なお、ＰＭＮ－ＰＴ単結晶は、マグネシウム・ニオブ酸鉛及びチタン酸鉛の固溶体の略
称である。ＰＭＮ－ＰＺＴ単結晶は、マグネシウム・ニオブ酸鉛及びチタン酸ジルコン酸
鉛の固溶体の略称である。ＰＺＮ－ＰＴ単結晶は、亜鉛・ニオブ酸鉛及びチタン酸鉛の固
溶体の略称である。ＰＩＮ－ＰＺＮ－ＰＴ単結晶は、インジウム・ニオブ酸鉛、亜鉛・ニ
オブ酸鉛及びチタン酸鉛の固溶体の略称である。リラクサー系圧電材料は、圧電定数や誘
電率を増加させる目的でリラクサー材料である鉛系複合ペロブスカイトをチタン酸ジルコ
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ン酸鉛（ＰＺＴ）に添加した三成分系圧電材料の総称である。鉛系複合ペロブスカイトは
、Ｐｂ（Ｂ１、Ｂ２）Ｏ３で表され、Ｂ１はマグネシウム、亜鉛、インジウムまたはスカ
ンジウムのいずれかであり、Ｂ２はニオブ、タンタルまたはタングステンのいずれかであ
る。これらの材料は、優れた圧電効果を有している。このため、小型化しても電気的なイ
ンピーダンスの値を低くすることができ、第１，第２の電極２２，２３との間のインピー
ダンスマッチングの観点から好ましい。
【００２８】
　プリント基板１７は、圧電素子１６毎に設けられた第１，第２の電極２２，２３と全て
の中継部材１３とをそれぞれ電気的に接続する部分である。このプリント基板１７は、図
４に示すように、基板１７１と、第１の導電層１７２と、複数の第２の導電層１７３とを
備える。
　基板１７１は、ポリイミド等の絶縁材料から構成された基板であり、規則的に配列され
た全ての圧電素子１６で形成される円筒形状と略同一の円筒状に構成されている。そして
、基板１７１は、圧電素子１６に対して先端側に配置される。
　この基板１７１において、円筒状の内周面１７１ａの先端の縁部には、図４に示すよう
に、筒部材１２における後述する鍔部１２２（図３）の外周面１２ｂ（図３）に倣い、先
端側に向かうにしたがって拡径する斜面１７１ｂが形成されている。
【００２９】
　第１の導電層１７２は、グラウンド電極である第１の電極２２に電気的に接続するグラ
ウンド配線であり、基板１７１における以下の外面に形成されている。
　すなわち、第１の導電層１７２は、図４に示すように、基板１７１における円筒状の外
周面１７１ｃから斜面１７１ｂまで延在するように形成されている。
　複数の第２の導電層１７３は、圧電素子１６毎に設けられた信号電極である第２の電極
２３にそれぞれ電気的に接続する信号配線であり、基板１７１における以下の外面に形成
されている。
　すなわち、複数の第２の導電層１７３は、内周面１７１ａの周方向に沿って規則的に配
列するとともに、当該内周面１７１ａから斜面１７１ｂまで延在するようにそれぞれ形成
されている。なお、斜面１７１ｂ上において、第１，第２の導電層１７２，１７３は、接
触しておらず、当該第１，第２の導電層１７２，１７３間の絶縁性を確保することができ
る距離だけ離間している。
【００３０】
　第１の音響整合層１８は、図４に示すように、圧電素子１６及びプリント基板１７に対
して超音波振動子１０の外表面側に設けられ、円筒状に構成されている。第２の音響整合
層１９は、第１の音響整合層１８とは異なる材料で構成され、第１の音響整合層１８に対
して超音波振動子１０の外表面側に設けられ、円筒状に構成されている。
　より具体的に、第１，第２の音響整合層１８，１９は、圧電素子１６と被検体との間で
音（超音波）を効率よく透過させるために、圧電素子１６と被検体との間の音響インピー
ダンスをマッチングさせる部材である。
　なお、本実施の形態１では、二層の第１，第２の音響整合層１８，１９を有するものと
して説明するが、圧電素子１６と被検体との特性により一層としてもよく、あるいは、三
層以上としても構わない。また、音響整合層は、被検体との音響インピーダンスの整合が
取れていれば、当該音響整合層を有しない超音波振動子としても構わない。
【００３１】
　音響レンズ２０は、例えば、シリコーン樹脂等を用いて構成され、図４に示すように、
外周面が凸状に湾曲した略円筒形状を有し、振動子ユニット１１（超音波振動子１０）の
外表面に位置する。そして、音響レンズ２０は、圧電素子１６から送信され、第１，第２
の音響整合層１８，１９を介した超音波パルスを収束させる機能を有する。
　なお、音響レンズ２０は、任意に設けることができ、当該音響レンズ２０を有しない構
成としても構わない。
【００３２】
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　バッキング材２１は、図４に示すように、圧電素子１６及びプリント基板１７に対して
超音波振動子１０の内部側に位置し、円筒状に構成されている。そして、バッキング材２
１は、圧電素子１６の動作によって生じる不要な超音波振動を減衰させる。このバッキン
グ材２１は、減衰率の大きい材料、例えば、アルミナやジルコニア等のフィラーを分散さ
せたエポキシ樹脂や、上述したフィラーを分散したゴムを用いて形成される。
【００３３】
　以上説明した振動子ユニット１１は、例えば、以下に示すように製造される。
　先ず、作業者は、平板状の第２の音響整合層１９上に第１の音響整合層１８を形成する
。また、作業者は、第１の音響整合層１８に対して、圧電素子１６における長手方向の両
端部に対向する各位置に短絡用溝部１８１（図４）をそれぞれ形成する。さらに、作業者
は、各短絡用溝部１８１に導電性樹脂Ｒｅ１（図４）を充填し、当該導電性樹脂Ｒｅ１を
含めて研削することで、最終的に必要な厚さに第１の音響整合層１８を設定する。
　次に、作業者は、平板状の圧電素子用母材（図示略）における一方の板面（第１の面１
６１に相当）が第１の音響整合層１８に対向する姿勢で、当該圧電素子用母材を当該第１
の音響整合層１８上に貼り付ける。
　ここで、圧電素子用母材は、圧電素子１６を構成する材料を用いて形成された平板であ
る。そして、圧電素子用母材における一方の板面（第１の面１６１に相当）全体には、第
１の電極２２と同一の材料で構成された第１の薄膜（図示略）が形成されている。また、
圧電素子用母材における他方の板面（第２の面１６２に相当）全体には、第２の電極２３
と同一の材料で構成された第２の薄膜（図示略）が形成されている。このため、圧電素子
用母材を上述したように第１の音響整合層１８上に貼り付けると、第１の薄膜は、各短絡
用溝部１８１に充填された導電性樹脂Ｒｅ１に導通することとなる。
【００３４】
　次に、作業者は、平板状のプリント基板１７における一方の板面（外周面１７１ｃに相
当）が第１の音響整合層１８に対向する姿勢で、当該プリント基板１７を上述した圧電素
子用母材に隣接させて第１の音響整合層１８上に貼り付ける。そして、当該プリント基板
１７を第１の音響整合層１８上に貼り付けると、第１の導電層１７２は、各短絡用溝部１
８１に充填された導電性樹脂Ｒｅ１に導通し、上述した第１の薄膜に電気的に接続する。
また、作業者は、全ての第２の導電層１７３と上述した第２の薄膜とをそれぞれ導電性樹
脂Ｒｅ２（図４）により導通させる。
【００３５】
　次に、作業者は、ダイシングソー等の精密裁断機の刃を回転させながら移動させ、上述
した圧電素子用母材を裁断する。その結果、全ての圧電素子１６がそれぞれ成形されると
ともに、上述した第１，第２の薄膜が電気的に分断されることで圧電素子１６毎に第１，
第２の電極２２，２３がそれぞれ形成される。
　次に、作業者は、上述した裁断後のユニット（第１，第２の音響整合層１８，１９、圧
電素子１６、及びプリント基板１７が一体化されたユニット）を円筒状に湾曲させる。ま
た、作業者は、当該ユニットの円筒状の内側に、バッキング材２１の注型時の堰となる一
対の円環状の平板ＦＰ（図４）を圧電素子１６の長手方向に離間させてそれぞれ固着する
。そして、作業者は、一対の平板ＦＰ間に液状のバッキング材を注入して、当該ユニット
の円筒状の中心軸Ａｘ１を囲む周方向に当該ユニットを回転させながら液状のバッキング
材を注型し、加熱硬化させて中央部に孔のある円筒状のバッキング材２１を成形する。
　次に、作業者は、上述したようにバッキング材２１を注型したユニットを型に入れ、当
該型に液体状の樹脂材料を充填し、当該樹脂材料を硬化させることで当該ユニットの外周
面に音響レンズ２０を成形する。
　以上の工程により、振動子ユニット１１が製造される。
【００３６】
　図５は、筒部材１２の構成を示す図である。
　筒部材１２は、絶縁性材料を用いて構成されている。この筒部材１２は、図５に示すよ
うに、筒部材本体１２１と、鍔部１２２とを備える。
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　筒部材本体１２１は、振動子ユニット１１の内径寸法よりも若干小さい外径寸法を有す
る円筒状に形成されている。
　鍔部１２２は、筒部材本体１２１の先端に設けられ、当該筒部材本体１２１の外周面１
２ａから張り出した部分である。より具体的に、鍔部１２２は、先端に向かうにしたがっ
て拡径する円錐台形状を有する。なお、鍔部１２２の外周面１２ｂの最大径は、円筒状の
プリント基板１７の内径寸法よりも大きく設定されている。
【００３７】
　複数の中継部材１３は、第１の導電層１７２（圧電素子１６毎の第１の電極２２）及び
全ての第２の導電層１７３（圧電素子１６毎の第２の電極２３）と振動子ケーブル１４と
にそれぞれ電気的に接続する。そして、複数の中継部材１３は、第１の導電層１７２及び
全ての第２の導電層１７３と振動子ケーブル１４とをそれぞれ中継する。これら複数の中
継部材１３は、図３または図５に示すように、第１の配線パターン１３１と、第２の配線
パターン１３２（図５）と、フレキシブル基板１３５（図５）とをそれぞれ備える。なお
、以下では、説明の便宜上、フレキシブル基板１３５をＦＰＣ基板１３５と記載する。
【００３８】
　第１の配線パターン１３１は、第１の導電層１７２（圧電素子１６毎の第１の電極２２
）に電気的に接続するグラウンド配線であり、筒部材１２に形成されている。
　具体的に、第１の配線パターン１３１は、図３または図５に示すように、鍔部１２２の
外周面１２ｂから先端側に延在し、筒部材１２の内周面１２ｃを辿って、筒部材１２の基
端まで延在するように形成されている。また、第１の配線パターン１３１は、筒部材１２
の中心軸Ａｘ１を囲む周方向の全周に亘ってベタパターンとして形成されている。そして
、第１の配線パターン１３１は、筒部材１２の基端側において、振動子ケーブル１４を構
成するグラウンド線ＧＬ（図３）に電気的に接続される。
　なお、第１の配線パターン１３１と第１の導電層１７２とを電気的に接続する接続方法
については後述する。
【００３９】
　第２の配線パターン１３２は、本発明に係る配線パターンに相当し、圧電素子１６（第
２の電極２３）と同一の数だけ設けられている。これら複数の第２の配線パターン１３２
は、全ての第２の導電層１７３（圧電素子１６毎の第２の電極２３）にそれぞれ電気的に
接続する信号配線であり、筒部材１２の外周面１２ｄ（筒部材本体１２１の外周面１２ａ
、及び鍔部１２２の外周面１２ｂ）にそれぞれ形成されている。本実施の形態１では、全
ての第２の配線パターン１３２は、５本を１組として、複数組が中心軸Ａｘ１を囲む周方
向に規則的に配列されている。なお、全ての組の第２の配線パターン１３２は、それぞれ
同一の形状を有しているため、以下では、１組（５本）の第２の配線パターン１３２につ
いて説明する。
　１組（５本）の第２の配線パターン１３２は、図５に示すように、筒部材１２の外周面
１２ｄにおいて、中心軸Ａｘ１を囲む周方向に配列されている。これら１組（５本）の第
２の配線パターン１３２は、パターン本体１３３と、屈曲部１３４とをそれぞれ備える。
　パターン本体１３３は、鍔部１２２の外周面１２ｂから基端側に延在し、筒部材本体１
２１の外周面１２ａを辿って中心軸Ａｘ１に略平行に筒部材１２の基端側まで延在する。
なお、１組（５本）の第２の配線パターン１３２における各パターン本体１３３は、先端
側の各端部が中心軸Ａｘ１を囲む周方向に配列し、基端側の各端部が中心軸Ａｘ１方向に
それぞれずれた位置に配列するように形成されている。また、鍔部１２２の外周面１２ｂ
上において、第１，第２の配線パターン１３１，１３２は、接触しておらず、当該第１，
第２の配線パターン１３１，１３２間の絶縁性を確保することができる距離だけ離間して
いる。
　屈曲部１３４は、パターン本体１３３の基端側の端部から中心軸Ａｘ１を囲む周方向に
沿って略直角に屈曲して延在した部分である。なお、１組（５本）の第２の配線パターン
１３２における各屈曲部１３４は、各端部が中心軸Ａｘ１に略平行に配列するように形成
されている。
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【００４０】
　そして、パターン本体１３３における先端側の端部は、第２の導電層１７３（第２の電
極１６ｂ）に電気的に接続する素子側接続部１３３ａ（図５）として機能する。
　図６は、圧電素子１６と素子側接続部１３３ａとの位置関係を模式的に示す図である。
具体的に、図６は、圧電素子１６と素子側接続部１３３ａとを中心軸Ａｘ１に沿う方向か
ら見た図である。
　全ての第２の配線パターン１３２は、図６に示すように、各素子側接続部１３３ａの中
心軸Ａｘ１周りのピッチ角度が各圧電素子１６における中心軸Ａｘ１周りのピッチ角度と
同一の角度θとなるように設定されている。
　なお、第２の配線パターン１３２と第２の導電層１７３とを電気的に接続する接続方法
については後述する。
【００４１】
　ＦＰＣ基板１３５は、本発明に係る延在部に相当し、第２の配線パターン１３２の組と
同一の数だけ設けられている。これら複数のＦＰＣ基板１３５は、図５に示すように、基
板１３６と、複数（本実施の形態では５本）の導電層１３７とをそれぞれ備える。
　基板１３６は、ポリイミド等の絶縁材料から構成された可撓性の基板である。この基板
１３６は、図５に示すように、第１，第２の延在部１３６ａ，１３６ｂを備える。
　第１の延在部１３６ａは、基板１３６の一端側に設けられ、一方向に延在する。
　第２の延在部１３６ｂは、基板１３６の他端側に設けられ、第１の延在部１３６ａの一
端から当該第１の延在部１３６ａの延在方向に対して所定角度、屈曲して一方向に延在す
る。
　５本の導電層１３７は、基板１３６の幅方向に配列するとともに、当該基板１３６の一
端側から他端側に向けて延在するようにそれぞれ形成されている。
【００４２】
　図７は、第１，第２の延在部１３６ａ，１３６ｂの延在方向を示す図である。具体的に
、図７は、筒部材１２における中心軸Ａｘ１を囲む周方向の全周のうち、振動子ケーブル
１４が固定される側の領域Ａｒ（図３中、下方側の領域）が中心となるように、当該全周
を平面に展開した図である。なお、図７では、説明の便宜上、第２の配線パターン１３２
の図示を省略している。
　そして、ＦＰＣ基板１３５は、図７に示すように、筒部材１２の外周面１２ｄ上におい
て、第１の延在部１３６ａの延在方向が中心軸Ａｘ１を囲む周方向（図７中、上下方向）
に沿い、第２の延在部１３６ｂの延在方向が振動子ケーブル１４の固定位置Ｐ（図３，図
７）側に向くように貼り付けられる。これにより、５本の導電層１３７において、基板１
３６の一端側の各端部は、１組（５本）の第２の配線パターン１３２における各屈曲部１
３４の各端部にそれぞれ電気的に接続される。また、５本の導電層１３７において、基板
１３６の他端側の各端部は、本発明に係るケーブル側接続部１３７ａ（図５，図７）にそ
れぞれ相当し、振動子ケーブル１４を構成する５本の信号線ＳＬ（図５）に電気的に接続
される。
【００４３】
　なお、全てのＦＰＣ基板１３５は、図７に示すように、第１，第２の延在部１３６ａ，
１３６ｂの長さ寸法や第１の延在部１３６ａに対して第２の延在部１３６ｂが屈曲した角
度がそれぞれ異なるように設定されている。そして、全てのＦＰＣ基板１３５は、各第２
の延在部１３６ｂの少なくとも一部が領域Ａｒに位置するとともに、各第２の延在部１３
６ｂの延在方向が固定位置Ｐ側に向くようにそれぞれ重なり合った状態で筒部材１２の外
周面１２ｄ上に貼り付けられる。このため、信号線ＳＬは、筒部材１２の外周面１２ｄ上
でＦＰＣ基板１３５に電気的に接続するとともに、当該外周面１２ｄにおける周方向の全
周のうち、振動子ケーブル１４の固定位置Ｐ側の一部の領域Ａｒから当該固定位置Ｐに向
けて引き回される。
　また、本実施の形態１では、１組（５本）の第２の配線パターン１３２における各素子
側接続部１３２ａの配列方向は、中心軸Ａｘ１を囲む周方向である。一方、ＦＰＣ基板１
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３５における各ケーブル側接続部１３７ａの配列方向は、中心軸Ａｘ１を囲む周方向に交
差する方向である。すなわち、各素子側接続部１３２ａの配列方向と各ケーブル側接続部
１３７ａの配列方向とは異なるように設定されている。
【００４４】
　振動子ケーブル１４は、圧電素子１６と同一の数だけ設けられた信号線ＳＬと、これら
信号線ＳＬを被覆する誘電層（図示略）と、誘電層を被覆するグラウンド線ＧＬ（シール
ド）と、グラウンド線ＧＬを被覆する絶縁性の保護皮膜ＰＣ（図３）とを備えた所謂同軸
ケーブルである。
【００４５】
　図８は、保持部材１５の構成を示す図である。具体的に、図８は、中心軸Ａｘ１に直交
する平面にて保持部材１５（配線被覆部１５２）を切断して基端側から見た図である。
　保持部材１５は、絶縁性材料で構成され、振動子ケーブル１４を保持する部材である。
この保持部材１５は、図２または図８に示すように、保持部材本体１５１（図２）と、配
線被覆部１５２とを備える。
　保持部材本体１５１は、振動子ケーブル１４が挿通される第１の孔部１５１ａを有する
円筒形状を有し、振動子ケーブル１４を保持する部材である。すなわち、振動子ケーブル
１４の固定位置Ｐは、保持部材本体１５１内に位置する（図３）。
　配線被覆部１５２は、保持部材本体１５１の一端において、当該保持部材本体１５１の
中心軸Ａｘ２（図３，図８）を囲む周方向の全周のうち一部の領域に形成されている。こ
の配線被覆部１５２は、断面視円弧形状を有するとともに、保持部材本体１５１の中心軸
Ａｘ２に沿って延在する第２の孔部１５２ａを有する筒状に形成されている。なお、第２
の孔部１５２ａは、第１の孔部１５１ａに連通する。そして、配線被覆部１５２は、全て
のＦＰＣ基板１３５に結線されて固定位置Ｐ側に引き回された各信号線ＳＬ、及び第１の
配線パターン１３１に結線されて固定位置Ｐ側に引き回されたグラウンド線ＧＬを被覆す
る。
　以上説明した保持部材１５は、固定部材（図示略）を介して、第２の孔部１５２ａが筒
部材１２の外周面１２ｄにおける領域Ａｒに対向する姿勢で振動子ユニット１１に固定さ
れる。この際、中心軸Ａｘ２は、中心軸Ａｘ１に合致せず、当該中心軸Ａｘ１に平行な状
態で筒部材１２の外周寄りに位置付けられる。すなわち、保持部材１５に保持された振動
子ケーブル１４は、筒部材１２の基端側でかつ外周寄りに固定される。
【００４６】
　本実施の形態１では、筒部材１２内には、図３に示すように、ライトガイド１０１の出
射端側、当該ライトガイド１０１の出射端から出射された照明光を中心軸Ａｘ１に沿って
被検体内に照射する照明レンズ１０２、当該被検体内で反射された光（被写体像）を集光
する対物光学部材２０２、当該対物光学部材２０２にて導光された被写体像を撮像する撮
像部２０３、及び挿入部６の先端から中心軸Ａｘ１に沿って処置具を突出させるための処
置具チャンネル３００が配設されている。そして、撮像部２０３にて撮像された画像信号
は、信号ケーブル２０１を介して内視鏡観察装置４（ビデオプロセッサ４１）に伝送され
る。なお、ライトガイド１０１及び照明レンズ１０２は、本発明に係る導光部材１００に
相当する。
　すなわち、本実施の形態１に係る超音波内視鏡２は、中心軸Ａｘ１に沿う方向を観察す
る直視タイプの内視鏡として構成されている。なお、直視タイプの内視鏡に限らず、中心
軸Ａｘ１に対して鋭角で交差する方向を観察する斜視タイプの内視鏡や、中心軸Ａｘ１に
直交する方向を観察する側視タイプの内視鏡で超音波内視鏡２を構成しても構わない。
【００４７】
　〔第１，第２の配線パターンと第１，第２の導電層との接続方法〕
　次に、第１，第２の配線パターン１３１，１３２と第１，第２の導電層１７２，１７３
とを電気的に接続する接続方法について説明する。
　図９は、第１，第２の配線パターン１３１，１３２と第１，第２の導電層１７２，１７
３との接続方法を説明する図である。
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　先ず、作業者は、筒部材１２の外周面１２ｄに対して接着剤を塗布する。
　次に、作業者は、図９の矢印Ａ１に示すように、筒部材１２の中心軸Ａｘ１周りの回転
位置（複数の第２の導電層１７３に対する複数の素子側接続部１３３ａの回転位置）を調
整し、当該筒部材１２の基端側を振動子ユニット１１内に挿通する。そして、作業者は、
鍔部１２２をプリント基板１７の斜面１７１ｂに当て付け、接着剤を硬化させる。これに
より、鍔部１２２の外周面１２ｂ上の第１，第２の配線パターン１３１，１３２と斜面１
７１ｂ上の第１，第２の導電層１７２，１７３とがそれぞれ互いに電気的に接続される。
　続いて、作業者は、図９の矢印Ａ２に示すように、筒部材１２の外周面１２ｄに対して
、振動子ケーブル１４の全ての信号線ＳＬがそれぞれ結線された全てのＦＰＣ基板１３５
を貼り付け、全てのＦＰＣ基板１３５と全ての組の第２の配線パターン１３２とを電気的
に接続する。また、作業者は、振動子ケーブル１４のグラウンド線ＧＬを第１の配線パタ
ーン１３１に結線する。
　なお、上述した各工程は、人を介さずに製造装置にて機械的に行っても構わない。
【００４８】
　以上説明した本実施の形態１によれば、以下の効果がある。
　本実施の形態１に係る超音波振動子１０では、信号線ＳＬは、筒部材１２の外周面１２
ｄ上で中継部材１３に電気的に接続するとともに、当該外周面１２ｄにおける周方向の全
周のうち、振動子ケーブル１４の固定位置Ｐ側の一部の領域Ａｒから当該固定位置Ｐに向
けて引き回されている。このため、振動子ケーブル１４を構成する各信号線ＳＬを外周面
１２ｄにおける周方向の全周に亘る領域から当該振動子ケーブル１４の固定位置Ｐに向け
てそれぞれ引き回した構成と比較して、当該固定位置Ｐを筒部材１２に近接した位置に設
定することができる。すなわち、筒部材１２と固定位置Ｐとの位置を短くすることで、当
該筒部材１２の外周面から当該固定位置Ｐまでに引き回される信号線ＳＬの長さを短くす
ることができる。したがって、当該信号線ＳＬの断線を防止することを目的として、筒部
材１２を余計に長くする必要がない。
　したがって、本実施の形態１に係る超音波振動子１０によれば、筒部材１２の長さを短
くし、硬質長を短くすることができる、という効果を奏する。
【００４９】
　また、本実施の形態１に係る超音波振動子１０では、中継部材１３は、筒部材１２の外
周面１２ｄ上で中心軸Ａｘ１を囲む周方向に沿って延在するとともに、固定位置Ｐ側に屈
曲して延在して信号線ＳＬに電気的に接続するＦＰＣ基板１３５を備える。このため、信
号線ＳＬを筒部材１２の外周面１２ｄにおける一部の領域Ａｒから固定位置Ｐに向けて容
易に引き回すことができる。
　特に、全てのＦＰＣ基板１３５は、それぞれ重なり合った状態で筒部材１２の外周面１
２ｄ上で貼り付けられる。このため、第２の配線パターン１３２としては筒部材１２の外
周面１２ｄの全周に亘る広い領域に形成しながら、ＦＰＣ基板１３５を利用することで、
信号線ＳＬを領域Ａｒから固定位置Ｐに向けて容易に引き回すことができる。
【００５０】
　また、本実施の形態１に係る超音波振動子１０では、１組（５本）の第２の配線パター
ン１３２における各屈曲部１３４の各端部は、中心軸Ａｘ１に略平行に配列するように形
成されている。すなわち、当該各屈曲部１３４の各端部が筒部材１２の外周面１２ｄ上で
湾曲した曲線状ではなく直線状に配列しているため、ＦＰＣ基板１３５の貼り付け作業を
容易に行うことができる。
【００５１】
　また、本実施の形態１に係る超音波振動子１０では、筒部材１２は、筒部材本体１２１
と、筒部材本体１２１の外周面１２ａから張り出すとともに、複数の圧電素子１６に対し
て中心軸Ａｘ１に沿う方向に対向する鍔部１２２とを備える。また、第２の配線パターン
１３２は、筒部材本体１２１の外周面１２ａ及び鍔部１２２の外周面１２ｂを跨いで設け
られている。そして、各素子側接続部１３３ａの中心軸Ａｘ１周りのピッチ角度と各圧電
素子１６における中心軸Ａｘ１周りのピッチ角度とは、角度θで同一となるように設定さ
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れている。このため、筒部材１２の中心軸Ａｘ１周りの回転位置を調整し、鍔部１２２を
プリント基板１７の斜面１７１ｂに当て付けるだけで、第２の配線パターン１３２と第２
の導電層１７３（第２の電極２３）とを容易に電気的に接続することができる。また、第
２の配線パターン１３２と第２の導電層１７３（第２の電極２３）との接合に熱を利用し
ないため、圧電素子１６として単結晶等の熱に弱い圧電素子等を利用することも可能とな
り、設計の自由度を向上させることができる。
【００５２】
（実施の形態２）
　次に、本実施の形態２について説明する。
　以下の説明では、上述した実施の形態１と同様の構成には同一符号を付し、その詳細な
説明は省略または簡略化する。
　図１０は、本実施の形態２に係る超音波振動子１０Ａの構成を示す図である。具体的に
、図１０は、図３に対応した断面図である。なお、図１０では、説明の便宜上、筒部材１
２Ａについては切断していない。
　本実施の形態２に係る超音波振動子１０Ａは、図１０に示すように、上述した実施の形
態１で説明した超音波振動子１０（図３）に対して、筒部材１２とは形状の異なる筒部材
１２Ａを採用している。
【００５３】
　筒部材１２Ａは、上述した実施の形態１で説明した筒部材１２に対して、筒部材本体１
２１とは形状の異なる筒部材本体１２１Ａを採用している。
　筒部材本体１２１Ａは、図１０に示すように、大径部１２３と、小径部１２４と、接続
部１２５とを備える。
　大径部１２３は、筒部材本体１２１Ａの先端に位置し、上述した実施の形態１で説明し
た筒部材本体１２１と同一の外径寸法を有するとともに、当該筒部材本体１２１よりも短
い長さ寸法を有する。
　小径部１２４は、本発明に係る段差部に相当する。この小径部１２４は、筒部材本体１
２１Ａの基端に位置し、大径部１２３の外径寸法よりも小さい外径寸法を有する円筒状に
形成されている。
　接続部１２５は、大径部１２３と小径部１２４とを接続する円錐台状の筒体である。
　そして、振動子ユニット１１に対して筒部材１２Ａを組み付けた状態では、当該筒部材
１２Ａの全体は、当該振動子ユニット１１の内側に位置付けられる。
　なお、筒部材本体１２１Ａの内周面は、上述した実施の形態１で説明した筒部材本体１
２１の内周面と同一の形状を有する。
【００５４】
　ここで、全ての組の第２の配線パターン１３２は、図１０に示すように、鍔部１２２の
外周面１２ｂから基端側に延在し、大径部１２３の外周面１２ｅ、及び接続部１２５の外
周面１２ｆを辿って、小径部１２４の外周面１２ｇまで延在するようにそれぞれ形成され
ている。そして、全てのＦＰＣ基板１３５は、小径部１２４の外周面１２ｇ上にそれぞれ
貼り付けられ、全ての組の第２の配線パターン１３２に電気的に接続する。
【００５５】
　以上説明した本実施の形態２によれば、上述した実施の形態１と同様の効果の他、以下
の効果がある。
　本実施の形態２に係る超音波振動子１０Ａでは、筒部材１２Ａの基端には、他の部位に
対して外形サイズが小さい小径部１２４が設けられている。また、信号線ＳＬは、小径部
１２４の外周面１２ｇ上で第２の配線パターン１３２に電気的に接続する。このため、貼
り付けられるＦＰＣ基板１３５の厚みを考慮して、当該貼り付けられる領域を振動子ユニ
ット１１の基端から基端側に張り出す必要がない。すなわち、筒部材１２Ａ全体を振動子
ユニット１１の内側に位置付けることができる。
　したがって、本実施の形態２に係る超音波振動子１０Ａによれば、筒部材１２Ａの長さ
を短くし、硬質長を短くすることができる、という効果を好適に実現することができる。
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【００５６】
　また、ＦＰＣ基板１３５が小径部１２４の外周面１２ｇに貼り付けられるため、当該Ｆ
ＰＣ基板１３５が貼り付けられた状態でも筒部材１２Ａの基端側の径を小さい状態に設定
することができる。このため、小径部１２４の外周面１２ｇに対してＦＰＣ基板１３５を
貼り付けた後に、筒部材１２Ａの基端側を振動子ユニット１１内に挿通することも可能と
なる。言い換えれば、振動子ユニット１１がない状態で、小径部１２４の外周面１２ｇに
対してＦＰＣ基板１３５を貼り付けることが可能となる。すなわち、当該貼り付け作業の
難易度を低減し、製造コストを低減することが可能となる。
【００５７】
（実施の形態３）
　次に、本実施の形態３について説明する。
　以下の説明では、上述した実施の形態１と同様の構成には同一符号を付し、その詳細な
説明は省略または簡略化する。
　図１１は、本実施の形態３に係る超音波振動子１０Ｂの構成を示す図である。具体的に
、図１１は、図３に対応した断面図である。なお、図１１では、説明の便宜上、第１，第
２の電極２２，２３、短絡用溝部１８１、導電性樹脂Ｒｅ１、第１，第２の導電層１７２
，７１３、及び第１，第２の配線パターン１３１，１３２の図示を省略している。
　本実施の形態３に係る超音波振動子１０Ｂは、図１１に示すように、上述した実施の形
態１で説明した超音波振動子１０（図３）に対して、筒部材１２とは形状の異なる筒部材
１２Ｂを採用している。
【００５８】
　筒部材１２Ｂは、図１１に示すように、上述した実施の形態１で説明した筒部材１２に
対して、バルーン係止部１２６が追加されている。
　バルーン係止部１２６は、鍔部１２２の先端に一体形成され、当該鍔部１２２の外周面
１２ｂの最大径よりも大きい外径寸法を有する円筒状に形成されている。なお、バルーン
係止部１２６の内径寸法は、筒状部材本体１２１及び鍔部１２２の内径寸法と同一に設定
されている。そして、バルーン係止部１２６の外周面１２ｈには、超音波媒体を充填可能
なバルーンの先端側を係止可能な溝部１２６ａが形成されている。バルーンの基端側につ
いては、具体的な図示は省略したが、筒部材１２Ｂとは別部材のバルーン係止部材により
係止される。
【００５９】
　以上説明した本実施の形態３によれば、上述した実施の形態１と同様の効果の他、以下
の効果がある。
　本実施の形態３に係る超音波振動子１０Ｂでは、筒部材１２Ｂにおける先端の外周面１
２ｈには、バルーンが係止される溝部１２６ａが形成されている。このため、筒部材とバ
ルーン係止部とを別体で構成した場合と比較して、当該筒部材と当該バルーン係止部との
組み付け作業を省略し、製造コストを低減することができる。
【００６０】
（その他の実施形態）
　ここまで、本発明を実施するための形態を説明してきたが、本発明は上述した実施の形
態１～３によってのみ限定されるべきものではない。
　上述した実施の形態１～３において、信号線ＳＬが領域Ａｒから固定位置Ｐに向けて引
き回された構成であれば、ＦＰＣ基板１３５を省略し、第２の配線パターン１３２に直接
、信号線ＳＬを電気的に接続しても構わない。
　上述した実施の形態１～３において、屈曲部１３４は、パターン本体１３３の端部から
直角に屈曲して延在していたが、その他の角度で屈曲して延在するように構成しても構わ
ない。また、第２の配線パターン１３２として、当該屈曲部１３４を省略し、パターン本
体１３３のみで構成しても構わない。
【００６１】
　上述した実施の形態１～３では、内視鏡システム１は、超音波画像を生成する機能、及



(16) JP 2019-76390 A 2019.5.23

10

20

30

40

50

び内視鏡画像を生成する機能の双方を有していたが、これに限らず、超音波画像を生成す
る機能のみを有する構成としても構わない。
　上述した実施の形態１～３において、内視鏡システム１は、医療分野に限らず、工業分
野において、機械構造物等の被検体の内部を観察する内視鏡システムとしても構わない。
【符号の説明】
【００６２】
　１　内視鏡システム
　２　超音波内視鏡
　３　超音波観測装置
　４　内視鏡観察装置
　５　表示装置
　６　挿入部
　７　操作部
　８　ユニバーサルコード
　９　内視鏡用コネクタ
　１０，１０Ａ，１０Ｂ　超音波振動子
　１１　振動子ユニット
　１２，１２Ａ，１２Ｂ　筒部材
　１２ａ，１２ｂ，１２ｄ～１２ｇ　外周面
　１２ｃ　内周面
　１３　中継部材
　１４　振動子ケーブル
　１５　保持部材
　１６　圧電素子
　１７　プリント基板
　１８　第１の音響整合層
　１９　第２の音響整合層
　２０　音響レンズ
　２１　バッキング材
　２２　第１の電極
　２３　第２の電極
　３１　超音波ケーブル
　４１　ビデオプロセッサ
　４２　光源装置
　６１　湾曲部
　６２　可撓管
　７１　湾曲ノブ
　７２　操作部材
　１００　導光部材
　１０１　ライトガイド
　１０２　照明レンズ
　１２１，１２１Ａ　筒部材本体
　１２２　鍔部
　１２３　大径部
　１２４　小径部
　１２５　接続部
　１２６　バルーン係止部
　１２６ａ　溝部
　１３１　第１の配線パターン
　１３２　第２の配線パターン



(17) JP 2019-76390 A 2019.5.23

10

20

30

　１３３　パターン本体
　１３３ａ　素子側接続部
　１３４　屈曲部
　１３５　ＦＰＣ基板
　１３６　基板
　１３６ａ　
　１３７　導電層
　１３７ａ　ケーブル側接続部
　１５１　保持部材本体
　１５１ａ　第１の孔部
　１５２　配線被覆部
　１５２ａ　第２の孔部
　１６１　第１の面
　１６２　第２の面
　１７１　基板
　１７１ａ　内周面
　１７１ｂ　斜面
　１７１ｃ　外周面
　１７２　第１の導電層
　１７３　第２の導電層
　１８１　短絡用溝部
　２０１　信号ケーブル
　２０２　対物光学部材
　２０３　撮像部
　３００　処置具チャンネル
　Ａ１，Ａ２　矢印
　Ａｒ　領域
　Ａｘ１，Ａｘ２　中心軸
　ＦＰ　平板
　ＧＬ　グラウンド線
　Ｐ　固定位置
　ＰＣ　保護皮膜
　Ｒｅ１，Ｒｅ２　導電性樹脂
　ＳＬ　信号線
　θ　角度
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